



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































法 ， ， 条）
条）
（憲法９条）
８）環境権の尊
以上８原則のう
制化が十分でない
ます。この８原則
のになり，物心両
（ ）
重，地球環境保全の原則
ち日本国憲法で明記されて
ものがありますが，法律上も
が実現する度合いに応じて国
面で豊かな生活を支えていく
いないもの（第４，第８原則），
近い将来課題になると予想さ
や自治体の財政は国民自身の
といえます。
法
れ
も
現問題は財政民主主義の復
ンの進展や市場主義の過度
用をもたらし，財政の役割
代財政をスケッチする（内山）
権のために何をなしうるかで
の重視はこれからも国民経済
は大きくならざるを得ません
す。グロバリゼーショ
や国民生活に破壊的作
。今後経済成長の制約
や財源に限りがあるのは厳
則の統一」が一層重要にな
きます。１つは民間企業と
長所を同時に持つ「社会的
）をインフラ
することです。社会的セク
教育，文化に関連する法人
然とした事実であるので，第
ってきます。これを達成する
公共部門（行政機関）の中間
セクター」（ ，フ
整備，福祉，教育などの施
ターは各種の協同組合，非営
，組織から構成されます。そ
４の「公正と効率両原
２つの手法をあげてお
に位置し，それぞれの
ランスでは社会的経済，
設運営で積極的に活用
利の福祉，保健医療，
の特徴は一面で市場原
理を活用し，他の一面で政
の点から見ると一部財政負
財政負担の程度はそれぞれ
入や公的負担は社会的公正
効率性を追求するからです
僚主義がありましたが，そ
政府の関与は財政支援をす
府や自治体が公的責任を持つ
担，一部利用者の料金負担に
のサービスの性質によって決
の観点からであり，利用者負
。これまでの「大きな財政」
の克服，解消がこの活用によ
れども干渉せず（
ことにあり，費用財源
よって経営するのです。
められますが，税の投
担を求めるのは経営の
には深刻な非効率や官
って可能になります。
）の原則に
もとづいて，公正と効率を
もう１つは地方分権を徹
的に強化することです。幸
の法律の改正）が実施され，
になりました。財源の点で
実現に至っていませんが，
両立できるからです。
底し，地方政府 自治体を権
いわが国では 年４月から
多くの行政事務を自治体の権
は中央政府が消極的であり，
自治体や住民運動で粘り強い
限，財源の両面で抜本
地方分権一括法（
限，責任で行うよう
また中央官僚の抵抗で
取り組みが行われてい
ます。自治体は市町村や府
しやすい政府です。そこで
し，公正かつ効率的に実行
あり学校でもあるので，財
することができます。
（ ）
県とも国民に身近であり，住
は住民が何を本当に必要とし
することができます。地方自
政の地方分権は日本の民主主
民が関心を持ち，参加
ているかを正しく判断
治は民主主義の基礎で
義の成熟に確実に貢献
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